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インボイス制度の準備－会計処理やインボイス保管の準備（第2弾） 

NEWS  RELEASE 2022.09 

 免税事業者はｲﾝﾎﾞｲｽを発行できず、仕入側にとっ

ては“仕入税額控除”を行えないため、消費税の負

担増につながります。 

 8月号に続いて、残り１年となったインボイス制度（2023年10月開始）についてご紹介しましょう。 

＜インボイス制度とは？＞ 

 ・インボイスは「適格請求書発行事業者の登録申請をすませた課税事業者だけ」が発行できる書類です。 

 ・インボイスを受け取って保存しないと、仕入税額控除ができなくなります。 

 ・免税事業者は、課税事業者（インボイス発行事業者）になるかどうかの検討が必要です。 

●免税事業者との取引は実質増税に！ ●インボイス保存もひと苦労 

 原則、ｲﾝﾎﾞｲｽを保存しなければ、課税仕入を計上

できなくなります。 

 3万円未満の取引ならﾚｼｰﾄがなくても帳簿記載で

課税仕入を認める特例や、請求書を入手できないや

むを得ない理由があれば帳簿記載のみで課税仕入れ

を認める特例などはすべて廃止！に。 

 ｲﾝﾎﾞｲｽは7年保存が義務。もれなく保存するに
は、社長、営業ﾏﾝなどに教育を徹底し、協力しても
らう必要があります。この機会に、ﾚｼｰﾄや請求書をｽ
ｷｬﾅ保存へ切り替える選択肢もありそうです。 

●免税事業者との交渉での注意点 

 免税事業者との取引による負担増を調整す

るためには、取引先が免税事業者かどうかの

把握が必要です。 

 その上で、次の対応などが考えられます。 

・ｲﾝﾎﾞｲｽ発行事業者登録をしてもらうよう要請する 

・免税事業者との取引価格交渉 

・取引先を見直し、課税事業者を増やす 

 交渉の際は、下請法や独占禁止法上、問題視され

ぬような注意が必要です。 

◆経過措置（仕入税額控除割合） 

 2026年9月末まで：課税仕入税額の80％ 

 2029年9月末まで：同上     50％ 

 202９年10月から：0％ 

●会計ソフトの準備もお忘れなく 

 課税事業者（原則課税）は、会計帳簿に●

取引相手､●内容、●税率ごとの取引金額などを記

載して、保存しておく義務があります。現在、消費

税の税区分は「10％、軽減8％、旧8％、非課税な

ど」種類が多く、個別対応方式での判定などもいれ

るとかなりわかりづらい状況ですが、2023年10月

以降は「免税事業者からの仕入」を区分して計上す

る必要も出てくるため、さらに煩雑に…。 

 利用中の会計ｿﾌﾄのｲﾝﾎﾞｲｽ対応については、すぐﾁｪ

ｯｸしておきましょう。ｸﾗｳﾄﾞﾀｲﾌﾟは比較的安心です

が、販売管理ｼｽﾃﾑや在庫管理ｼｽﾃﾑなどと連携してい

たり、自社用にｶｽﾀﾏｲｽﾞされている場合は、早めに準

備されるに越したことはありません。 

●悩める免税事業者の方へ 

◆課税事業者になるかの判断の決め手は？     

 取引先から課税事業者になるよう要請を受けて、

悩んでいる方も多いようです。事業内容や将来の見

込みなど、次のような点を踏まえて検討されては？ 

◆ｲﾝﾎﾞｲｽ発行事業者になるなら 
 原則、2023年3月末までに、適格請求書発行事

業者の登録申請が必要。提出できない理由があれば

ぎりぎり2023年９月末までの申請で、10月1日か

らｲﾝﾎﾞｲｽ発行事業者となる特例もあります。 

◆ｲﾝﾎﾞｲｽの発行準備と消費税申告準備を！ 

 まずは、ｲﾝﾎﾞｲｽの発行準備が優先課題です。 

 「課税売上高5,000万円以下」なら簡易課税の選

択がお勧め。個人の場合、この届出は2023年12月

末までに提出すれば利用できます。ちなみに、簡易

課税では、左記の面倒な会計帳簿の作成は不要に。 

◆保存の必要がないインボイスの例 

・公共交通機関(電車・ﾊﾞｽ等)の費用（3万円未満） 

・自動販売機で購入したもの（3万円未満） 

・従業員の出張旅費、日当、通勤手当 

◆ｶｰﾄﾞで支払う経費のﾚｼｰﾄ：ｶｰﾄﾞの利用明細はｲﾝﾎﾞｲｽ 

 ではないので、お店のﾚｼｰﾄ(ｲﾝﾎﾞｲｽ)保存が必要！ 

◆通販ｻｲﾄでの購入時のｲﾝﾎﾞｲｽ：ﾒｰﾙ通知が領収書（ｲﾝ 

 ﾎﾞｲｽ）を兼ねていたら、もれなく保存が必要！ 

免税事業者を継続 課税事業者を選択  

・個人客が中心 
・競合相手が少ない 
・専門性がある 
・規模拡大が難しい 

・取引先は法人中心 
・事業を拡大したい 
・規模拡大の余地あり 

 VS 

◆問題になる行為 

・ｲﾝﾎﾞｲｽ発行事業者への転換を要請し、応じなけれ 

 ば取引価格を引き下げる、取引を打ち切ると一方 

 的に通告する（独占禁止法上、問題視） 

・免税事業者であることを理由に、消費税分を払わ 

 ない（下請代金の減額＝下請法違反） 

・課税事業者になったのに免税事業者を前提とした 

 単価の値上交渉に応じない（買いたたき） 


